
３.災害時の諸課題について 

（1）避難所の在り方と広域連携 

 

能登半島地震で被害を受けた地域では、高齢者、

障がい者、妊産婦などいわゆる災害弱者と呼ばれる

方々の困難な状況が毎日のように報道され、誰しも

胸を痛めているものと思います。各地域でも避難計

画や避難所については事前に計画を立て、準備をし

ているにもかかわらず、災害の規模や態様がそれぞ

れ異なり、固有の障害が立ちはだかって、計画通りに進まないことも多くありま

す。しかしながら、災害当事者にとっては、筆舌に尽くし難い困難を背負って、長

期にわたる避難生活や将来に向けた生活再建に取り組んでいかねばなりません。

よって、できる限りの事前準備は行政の責務です。 

知事に質問します。 

令和４年 9月、我が会派の代表質問で福祉避難所を取り上げた際、知事は、 

① 「災害時の避難で、福祉避難所への直接避難の体制整備と市町村への支

援強化について、直接避難を進めるには、具体的な避難方法等について個別避

難計画を作成することが必要。しかし、要配慮者の特定や受入れ施設の人材確保

が進んでおらず、直接避難先を確保している市町村は 24団体にとどまっている。

また、令和３年５月に、指定福祉避難所の名称、所在地、受入れ対象など  の公

示が市町村に義務化され、これまでに公示を行っている市町村は２５団体。引き

続き公示を促していく」 

② 次に、「現在、国において、防災関連業務のシステム化が検討されており、

実用化すると、個別避難計画で定めた避難所への迅速な避難について効果が期

 



待されるが、運用面に課題もある。このため、今後、国の開発の動きを注視する

とともに、課題の解消ができるのか研究をしてまいりたいと考えている」 

③ 「福祉避難所の確保について、市町村が指定する福祉避難所は７００か所、

福祉避難所での現在の受入れ可能人数は２万１千５百人余り。県地域強靱化計画

策定の際に、要配慮者数は 3 万人以上と推定し、十分にはまだ確保できていな

いと考えている」旨答弁されています。 

この 3点について、進捗状況と今後の取組みについてお示し下さい。 

能登半島地震において、指定された福祉避難所自体が被災し開設が出来ない

事態に陥っていること、拠点には物資が集積されているものの、道路が寸断され

必要とする人まで届かないこと、一方で障がい者施設、放課後等デイサービス事

業所の職員が寄り添って被災者を支援していること、隣の市の福祉避難所への

移動で、状況が改善したこと、など災害時には想定外の出来事が必ず起きると同

時に、現場で知恵を出しその困難を乗り越えておられる姿もあります。福祉避難

所への避難を含め、県内の市町村間で広域避難する仕組みはあるのか。また、福

祉避難所への広域避難については、平常時から災害、福祉部門の行政担当者と

障がい者施設や高齢者施設など福祉関連事業者の責任者が連携する必要がある

と考えますが、見解を尋ねます。 

クラウド型被災者支援システムを導入すればマイナンバーカードを利用して、罹

災証明書や被災者生活支援金、災害弔慰金等のオンライン申請や罹災証明書等

のコンビニ交付、避難所の入退所管理等が可能となるようです。災害時の早期対

応や生活再建へ向けた早期取組みのためにもマイナンバーカードは重要な役割

を果たします。こうした観点からもカード申請促進にも取組む必要があります。本

県におけるクラウド型被災者支援システムの導入状況とマイナンバーカードの普

及状況、被災者支援の観点から見たマイナンバーカード取得促進について知事の



見解を伺います。 

火山国イタリアでは、48時間以内に簡易ベッド、仮設トイレ、食堂を提供するこ

とが法律で定められているそうです。トイレは数個のトイレと洗面台がセットにな

ったコンテナを用意するようです。福祉避難所に限ったことではありませんが、こ

の度の能登半島地震でも課題となった点です。本県でも多面的な角度から企業

などと災害連携協定を締結しています。しかしながら、ベッドやトイレは特に災害

弱者の皆さんにとっては生命に関わる必需品です。一刻も早く届けることが災害

関連死を防ぐ事からも大切です。 

床から 30 ㎝離す事で感染症のリスクが大幅に減るという報告もあります。特

に水害の頻発する本県においては、個人では用意できない、簡易ベッド、トイレを

避難所へ早急に提供出来る体制が必要と考えます。避難所の在り方として、災害

弱者の皆さんがベッドやトイレを利用できるような体制にすべきと考えますが、

知事の見解を伺います。 

 

【服部知事の答弁】 

①福祉避難所の状況と今後の取組について 

直接避難先を確保している市町村は、昨年 9月末でも 24団体となっています。 

県では、直接避難の必要性を周知するとともに、個別避難計画の作成率が低い市町村と連

携して、避難支援者の確保、計画を作成するための協議会の設置や研修等に取り組んでいま

す。 

具体的には、5市町に対し、専門家や県職員を派遣し、協議会設置や計画作成に向けた具

体的な手順等に関する助言を行いました。その結果、1市 1町で、福祉専門員なども参画す

る協議会が設置され、現在、計画作成に向けて取組が進められています。 

今後も、こうした取組を通じて、直接避難のための体制整備を図っていきます。 



また、指定福祉避難所については、公示することで受け入れを想定していない被災者が避

難してくる懸念があることなどから、公示をしている市町村は昨年 9月末で 28団体に留ま

っています。今後も、公示していない市町村に対する通知や、毎年開催している事務担当者

研修会を通じて、公示を促してまいります。 

次に、防災関連業務のシステム化については、国において、今年度も引き続き実証事業が

行われています。なお、県では、令和 4年 12月に、避難所の開設状況が確認できる防災ア

プリ「ふくおか防災ナビ・まもるくん」を開発し、登録促進に取り組んでおり、現在、登録

者数は 15万人を超えたところです。 

福祉避難所の確保についてです。市町村が指定する福祉避難所は、昨年 9 月末で 750 か

所、受入れ可能人数は 19,400 人となっています。箇所数は着実に増えているものの、受け

入れ可能人数は、一部市町村の見直しにより、令和 4年 3月より減少している状況です。 

県としては、福祉避難所設置・運営に関するマニュアルを随時更新し、この中で、社会福

祉施設や公共施設を福祉避難所として活用する事例や、その場合の留意点を示すとともに、

避難所選定の手順や社会福祉施設との協定書の例を提供するなど、引き続き市町村の取組を

支援してまいります。 

②県内の市町村間の広域避難の仕組みについて 

県内の全ての市町村は、県の呼びかけにより、「災害時における福岡県内の市町村間の相

互応援に関する基本協定」を締結しています。この協定により、被災市町村は、市町村を越

えた広域避難の受入れについて福祉避難所を含めて要請することができます。 

県では、特に、福祉避難所について「広域避難に関するマニュアル」を作成し、受入要請

の手順や県、被災市町村、避難者の受入市町村の役割を示すとともに、平常時から受入市町

村と広域避難受入可能な福祉避難所が連携しておくよう促しています。 

併せて、広域避難が必要とされる場合に迅速に対応できるよう、市町村の事務担当者研修

会においてマニュアルの周知を図っています。 



③クラウド型被災者支援システムの導入状況とマイナンバーカードの取得促進について 

このシステムは、内閣府が開発しており、マイナンバーカードを活用することで罹災証明

等のオンライン申請やコンビニ交付が可能になるため、被災者支援に係る業務の迅速化・効

率化に寄与するものと考えています。 

県内 29市町村が、価格や機能などを勘案して、民間事業者や自治体独自で開発したシス

テムを利用しており、クラウド型被災者支援システムを導入した団体はないが、現在 1団体

が導入を検討しています。 

なお、マイナンバーカードの普及の状況は、1月末現在で、人口に対する保有率が全国平

均同水準の 73.4%となっています。 

県としては、マイナンバーカードはデジタル社会の重要な基盤となるものであり、かつ被

災者支援の観点からも有用なツールの一つであると考えています。引き続きカードの取得促

進に努めてまいります。 

④避難所の在り方について 

避難所において良好な生活環境を確保するためには、ベッドやトイレなどを備蓄や民間事

業者からの調整等により、避難所へ迅速に届ける体制を作っておくことが重要です。 

市町村では、県や市町村の備蓄計画に基づき、段ボールベッドや簡易トイレなどを備蓄し

ており、避難された皆さんが利用できる体制をとっています。また、これらが不足する場合

には、県の備蓄分を貸し出すほか、「災害時における福岡県内市町村間の相互応援協定に関

する基本協定」に基づき、他市町村から借り受けることができる体制も確保しています。 

さらに、県や一部の市町村では、民間事業者との協定により避難所へ速やかにベッドやト

イレを供給できる体制を整備しています。 


